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自社の特性に合った

雇用延長・人事制度改革の進め方

令和７年度「高年齢者活躍促進セミナー」
～シニア社員戦力化のカギ～
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森中 謙介

株式会社新経営サービス

人事戦略研究所

シニアマネジャー

◼ 人事制度構築・改善を中心にコンサルティングを行う。業種・業態ごとの実態に沿った

制度設計はもちろんのこと、人材育成との効果的な 連動、社員の高齢化への対応

など、経営課題のトレンドに沿った最適な人事制度を日々提案し、実績を重ねている。

【実績】

・一部上場企業を含む、人事制度構築・改定支援実績９０社超

【執筆】

➢ 「社員300名までの人事評価・賃金制度入門（改訂版）」（中央経済社、2023）

➢ 「これ１冊でわかる 中小企業のHRテック入門」（あさ出版、2022）

➢ 「現状分析からはじめる シニア再雇用・定年延長」（第一法規、2020）

➢ 「9割の会社が人事評価制度で失敗する理由」（あさ出版、2019）

講師

お問い合わせ先
morinaka@skg.co.jp
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本書の構成
•第1章 人手不足対策としてのシニア活用

企業におけるシニア活用の必要性
企業の雇用確保義務年齢はいよいよ70歳へ
本書の狙いと目的

•第2章 自社の「現状分析」をしてみよう
なぜ、シニアの活用が進まないのか
外部環境の変化で高まるシニア活用のニーズ
現状分析・方針策定の進め方―人員分析
現状分析・方針策定の進め方―賃金・人件費分析
現状分析・方針策定の進め方─シニアの環境分析
現状分析・方針策定の進め方─スタンスの確定

•第3章 シニア社員の活躍を引き出す人事制度の設計方法
継続雇用制度の設計ポイント①─「限定活用型」に沿った制度設計
継続雇用制度の設計ポイント②─「柔軟活用型」および「生涯現役型」
に沿った制度設計
定年延長制度の設計ポイント

•第4章 60歳定年─継続雇用制度の改革事例
本書における企業事例の位置づけ
事例 1 A社
事例 2 B社
事例 3 C社

•第5章 60歳以上への定年延長制度の改革事例
事例 1 大和ハウス工業株式会社
事例 2 明治安田生命保険相互会社
事例 3 D社

『人手不足を円満解決 現状分析から始めるシニア再雇用・定年延長』

著者
株式会社新経営サービス
人事戦略研究所 森中 謙介

出版社 第一法規

定価 3,000円（税別）



１．雇用延長に係わる企業の最新動向



（１）雇用延長の実際
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出典：厚生労働省 令和6年「高年齢者の雇用状況」

65歳までの雇用確保措置



（１）雇用延長の実際
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70歳までの雇用確保措置

出典：厚生労働省 令和6年「高年齢者の雇用状況」



（１）雇用延長の実際
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定年制の内訳

出典：厚生労働省 令和6年「高年齢者の雇用状況」



（２）60歳以後の処遇決定方法
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出典：独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 「定年延長、本当のところ」（2018年）

定年延長実施企業の特徴



（２）60歳以後の処遇決定方法
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出典：独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 「定年延長、本当のところ」（2018年）

定年延長実施企業の特徴



（２）60歳以後の処遇決定方法
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出典：人事院「職種別民間給与実態調査(2024年、2020年）」

表20　定年年齢を60歳から引き上げた事業所における給与の状況

　　ア　一定年齢到達を理由とした給与減額の状況

項　目

区　分
％ ％ ％

非　管　理　職 42.9 28.3 57.1

給与減額あり 給与減額なし
60歳で減額

課　長　級 49.5 30.6 50.5

表19　定年年齢を60歳から引き上げた事業所における給与の状況

　　ア　一定年齢到達を理由とした給与減額の状況

項　目

区　分
％ ％ ％

62.2

非 管 理 職 35.8 23.2 64.2

給与減額あり 給与減額なし
60歳で減額

課 長 級 37.8 26.2

2024年
調査

2020年
調査

定年延長実施企業の特徴



（２）60歳以後の処遇決定方法
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2024年
調査

2020年
調査

　　イ　60歳で給与を減額している事業所における60歳を超える従業員の年間給与水準

％ ％

課長級 非管理職

76.0 77.0

　　イ　60歳で給与を減額している事業所における60歳を超える従業員の年間給与水準

％ ％

課長級 非管理職

77.0 77.2

出典：人事院「職種別民間給与実態調査」

定年延長実施企業の特徴



（２）60歳以後の処遇決定方法
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2024年
調査

定年延長企業「以外」も含む、
60歳以後の賃金水準

参考

55～59歳(a) 60～64歳(b) 65～69歳(c)

全産業 5,419 3,750 30.8% 3,375 37.7%

製造業 5,475 3,359 38.6% 3,080 43.7%

建設業 5,698 4,215 26.0% 3,507 38.5%

卸売業、小売業 5,720 3,649 36.2% 3,237 43.4%

運輸業、郵便業 4,201 2,940 30.0% 2,491 40.7%

宿泊業、飲食サービス業 3,518 2,661 24.4% 2,342 33.4%

情報通信業 7,906 4,708 40.5% 4,655 41.1%

業種区分
年齢区分別平均年収（単位千円） 減額率(%)

(1-b/a）

減額率(%)

(1-c/a）

2014年
調査

参考

55～59歳(a) 60～64歳(b) 65～69歳(c)

全産業 5,972 4,600 23.0% 3,705 38.0%

製造業 6,165 4,444 27.9% 3,353 45.6%

建設業 6,622 5,719 13.6% 4,671 29.5%

卸売業、小売業 6,592 4,562 30.8% 3,371 48.9%

運輸業、郵便業 4,777 3,808 20.3% 3,147 34.1%

宿泊業、飲食サービス業 3,931 3,476 11.6% 2,827 28.1%

情報通信業 8,404 4,928 41.4% 4,319 48.6%

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和6年）を基に弊社作成

・データは社員数10人以上の企業（男女計・学歴計）を対象としたものを使用

・平均年収は「所定内給与（時間外手当除く）*12＋年間賞与」で算出

業種区分
年齢区分別平均年収（単位千円） 減額率(%)

(1-b/a）

減額率(%)

(1-c/a）



（３）2025年の法改正が企業の取り組みに与える影響
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法律区分 2025年の法改正内容

厚生年金保険法

◼男性について、60歳から65歳までの5年間に受給できる「特別支給の老齢
厚生年金」の支給対象期間が終了（※女性は5年遅れ）

◼男性（昭和36年4月2日以降に生まれた方）については2025年度より、
 厚生年金の受給開始年齢は65歳からとなる（繰り上げ受給の場合を除く）

雇用保険法

◼2025年度より、高年齢者雇用継続給付の給付率引き下げ
（60歳以後の月額賃金に対して最大15%→最大10%まで引き下げ）
◼今後も段階的に給付率の引き下げが行われ、将来的に同制度は廃止が

 予定されている

特に60歳～65歳期における、シニアの公的給付による収入が減少

（従来企業は公的給付が最大化するようにシニアの賃金設計を行ってきた）



（３）2025年の法改正が企業の取り組みに与える影響
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2025年の法改正が企業の取り組みに与える影響

■シニア社員（60歳以後）の賃金を引き上げていく必要性が更に増していく
・特に60歳前半層（厚生年金不支給、高年齢雇用継続給付の支給率減少）
・定年前後での会社支給賃金の減額幅が大きい企業ほど、その必要性が顕著

■今後、シニア層に関して競争力のある賃金水準を設定できなければどうなるか？
・優秀なシニア層の離職が増加する

→残ってほしい人材から早期離脱していく懸念（50歳代半ば以降から）
→更に人手不足が深刻化するため、シニア層の処遇を強化する企業は増えていく

・不活性なシニア層が増加する
→残ってほしくない人材が処遇に不満を抱えつつ、貢献度の低い不活性状態で

 組織に居座り続ける懸念

今後のシニア社員活用・処遇の方針を早期に検討・確定する必要がある



２．自社の特性に合った雇用延長・
人事制度改革の進め方



（１）雇用延長＝「定年再雇用（継続雇用）」or「定年延長」？
自信をもって決めきるには詳細な現状分析が不可欠

16

再雇用（継続雇用制度） 定年延長

60歳 定年年齢 65歳

非正規社員雇用 雇用区分 正社員雇用

１年更新 契約期間 期間の定めなし（65歳まで）

現役時と異なる場合が多い 役割/職務 現役時と同じ場合が多い

残業無しのフルタイムが多いが、
短時間、短日数もある

労働時間 フルタイム、残業あり

月給又は日給月給、時給 賃金形態 月給又は日給月給

現役時より大きく低下する場合が多い
（公的給付を前提に設計する例も多い）

賃金額
現役時と同じ場合が多いが、

やや低下する場合もある

ない場合もある 賞与 現役時と同じ（65歳まで）

評価しない場合もある 評価 現役時と同じ（65歳まで）

※下記は企業における典型的な運用例としての整理であり、企業の実情によって詳細は異なります。

どちらにするか、決めきれない企業が非常に多い（なぜ決めきれないか？）

© 2025 Shinkeiei Service Co.,Ltd, All Rights Reserved.



（１）雇用延長＝「定年再雇用（継続雇用）」or「定年延長」？
自信をもって決めきるには詳細な現状分析が不可欠

17

今すぐ定年延長まで
しなくていいのでは？

（法律も義務化まで
至っていない）

「この判断でよい」と自信をもって決め切る材料に欠けるため、実質的に放置状態

他所もまだ取り組んで
いないところが多い

現時点では
シニアに関する

問題は発生していない

「戦略的様子見」ならいいが、「問題の先送り」になっていないか？

健全な危機感をもち、シニア活用における自社の現状と課題を分析することから始める

© 2025 Shinkeiei Service Co.,Ltd, All Rights Reserved.



（１）雇用延長＝「定年再雇用（継続雇用）」or「定年延長」？
自信をもって決めきるには詳細な現状分析が不可欠

18

＜３つの視点で現状分析を行う＞

①人員分析
⇒年齢別人員構成ピラミッドの推移からシニア活用における組織課題を検証

②賃金・人件費分析
⇒シニア活用に向けた、個別賃金及び総額人件費最適化のための検証

③職場環境分析
⇒シニア層を中心とした意識調査によりシニア活用における組織課題を検証

© 2025 Shinkeiei Service Co.,Ltd, All Rights Reserved.



（１）雇用延長＝「定年再雇用（継続雇用）」or「定年延長」？
自信をもって決めきるには詳細な現状分析が不可欠

19

◆人員分析の例

「中間層が少ない」 「中間層が多い」 「高年齢者が多い」

20 25 30 35 40 45 50 55 60

中抜け型

（年齢）（年齢）

（人数）

20 25 30 35 40 45 50 55 60

高齢化型（人数）

（年齢）

20 25 30 35 40 45 50 55 60

中太り型

（年齢）

（人数）

【企業事例サンプル：縦軸＝社員数（人）、横軸＝年齢】
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（１）雇用延長＝「定年再雇用（継続雇用）」or「定年延長」？
自信をもって決めきるには詳細な現状分析が不可欠

20

◆人員分析の例
シニア社員の働き方と

組織管理・業務実施体制の想定
現在～4年後までの想定組織人員体制 5年後~9年後までの想定組織人員体制

2

【60歳時点で管理職（課長以上）】

現役時代（60歳まで）と同じ仕事を継

続してもらうことに支障は無いか？

（役職定年の必要性について触れなが

ら）

・定年延長後は、基本的には60歳で役職は外して

現役世代に役職を明け渡すのが良い。適切な後任

者がいない場合はシニア社員に役職を継続しても

らう。（組織の若返り・成長のために、職能要件

定義書に基づき管理職を人選する）

同左

1

【60歳時点で非管理職（課長未満）】

現役時代（60歳まで）と同じ仕事を継

続してもらうことに支障は無いか？

・現役業務を継続してもらうことで問題無い ・65歳以上のシニア社員は高齢に伴う体力面の衰

えのため、高所作業、交通規制作業、夜間作業等

作業内容によっては安全上の課題があり、現場作

業から外すなど配慮が必要。

3

【シニア社員向けの新たな職域開拓】

自社の既存業務だけではシニア社員に

与える仕事が不足する可能性の有無と

対策（例えば外注業務の内製化、副

業・兼業の解禁、またそれらの取組み

を推進するために必要な環境整備、啓

発、教育その他）

【業務量に対して】

・事務所の外注協力社員の人数調整、直営化を行

うことで業務量の確保は可能。

・事業量増加に伴う更なる安全管理・品質管理の

充実

・安全指導員の配置（各支店）

・若手社員への技術伝承

・社内講師（技術）の充実

【業務量に対して】

・事務所の外注協力社員の人数調整、直営化を行

うことで業務量の確保は可能。

【新たな職域開拓】

・保全管理や施工管理の業務増加に伴う補助

・保全工事（非定型業務）に関する設計業務

© 2025 Shinkeiei Service Co.,Ltd, All Rights Reserved.

人員構成の変化で、将来にわたってどういう課題があるかを具体的に検討する



（１）雇用延長＝「定年再雇用（継続雇用）」or「定年延長」？
自信をもって決めきるには詳細な現状分析が不可欠

21

◆賃金・人件費分析の例 前掲

参考

55～59歳(a) 60～64歳(b) 65～69歳(c)

全産業 5,972 4,600 23.0% 3,705 38.0%

製造業 6,165 4,444 27.9% 3,353 45.6%

建設業 6,622 5,719 13.6% 4,671 29.5%

卸売業、小売業 6,592 4,562 30.8% 3,371 48.9%

運輸業、郵便業 4,777 3,808 20.3% 3,147 34.1%

宿泊業、飲食サービス業 3,931 3,476 11.6% 2,827 28.1%

情報通信業 8,404 4,928 41.4% 4,319 48.6%

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和6年）を基に弊社作成

・データは社員数10人以上の企業（男女計・学歴計）を対象としたものを使用

・平均年収は「所定内給与（時間外手当除く）*12＋年間賞与」で算出

業種区分
年齢区分別平均年収（単位千円） 減額率(%)

(1-b/a）

減額率(%)

(1-c/a）

業種/地域/社員規模/年齢/階層 等の切り口で

自社の賃金水準との比較分析を行う

© 2025 Shinkeiei Service Co.,Ltd, All Rights Reserved.



（１）雇用延長＝「定年再雇用（継続雇用）」or「定年延長」？
自信をもって決めきるには詳細な現状分析が不可欠

22

【人件費推移のイメージ】

【2020年人件費（概算）】 【2030年人件費（概算）】

年齢階級 平均年収 平均人件費 人数 合計人件費 年齢階級 平均年収 平均人件費 人数 合計人件費

20～24歳 3,040千円 3,648千円 15人 54,720千円 20～24歳 3,040千円 3,648千円 9人 32,832千円

25～29歳 3,910千円 4,692千円 20人 93,840千円 25～29歳 3,910千円 4,692千円 15人 70,380千円

30～34歳 4,700千円 5,640千円 25人 141,000千円 30～34歳 4,700千円 5,640千円 21人 118,440千円

35～39歳 5,620千円 6,744千円 30人 202,320千円 35～39歳 5,620千円 6,744千円 20人 134,880千円

40～44歳 6,370千円 7,644千円 30人 229,320千円 40～44歳 6,370千円 7,644千円 25人 191,100千円

45～49歳 7,360千円 8,832千円 25人 220,800千円 45～49歳 7,360千円 8,832千円 30人 264,960千円

50～54歳 7,620千円 9,144千円 20人 182,880千円 50～54歳 7,620千円 9,144千円 30人 274,320千円

55～59歳 7,510千円 9,012千円 20人 180,240千円 55～59歳 7,510千円 9,012千円 25人 225,300千円

60～64歳 4,506千円 5,407千円 10人 54,072千円 60～64歳 4,506千円 5,407千円 20人 108,144千円

195人 1,359,192千円 195人 1,420,356千円

１０年後の予測

約４．５％

のアップ

◆賃金・人件費分析の例

シニア層だけでなく、会社全体として人件費のトレンドがどう変化するかを検証する
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◆職場環境分析の例

職場環境調査区分 調査項目例 

ソフト面 

◆仕事に対する意欲・やりがい 

◆職場の人間関係（同僚、後輩、上司） 

◆プライベートでの不安（健康面、金銭面） 

◆いつまで働きたいと考えているか 

◆今後も働き続ける上での不安や障害 

◆その他、会社に期待すること 

ハード面 

◆人事制度に対する満足度、課題 

 ・賃金制度、評価制度 

 ・働き方の多様化 

 （・定年延長への希望） 

◆教育制度に対する満足度、課題 

 ・生涯現役の実現に向けた能力開発、キャリア形成の機会 

 ・後進育成、技術伝承の体制  

◆職務環境に対する満足度、課題 

 ・オフィスや作業場などの環境改善 

 ・生産性や健康面に配慮した労務管理体制 

◆その他、会社に期待すること 
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匿名アンケートや実際のインタビューなどを通じて、幅広い現場の声を抽出する
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観点 アンケートA：40～49歳 アンケートB：50～60歳（継続雇用前） アンケートC：60歳（継続雇用後）

＜セクション１＞
制度理解

・自社の再雇用の仕組みについて理解しているか（１
年ごとの契約更新制、希望があれば６５歳まで継続
雇用、一定年齢までは健康状態、考課結果によ再雇
用基準の判定を受ける）
６０歳から支給される老齢厚生年金の支給が段階的
に引き上がることになったことを理解しているか

・何歳まで働きたいか
・定年後に継続雇用で働こうと思った理由は

・６０歳以前の頃の勤務と比べて、仕事に取り組む気
持ちはどう変わったか。
・キャリアチェンジ・キャリアアップに対する意識はどう
か

・自社ではなくグループや関連会社での再雇用を命じ
られた場合、再雇用を希望するか

・会社都合で今の年齢から全く未経験の仕事を任さ
れるとしたら抵抗はあるか

・会社都合で、再雇用を機に全く未経験の仕事を任さ
れるとしたら抵抗はあるか

・再雇用後、現在の働き方や処遇に対する総合的な
満足度
・これまでに「６０歳以降の仕事や暮らし」について考
える機会があったか
・今後も働き続ける上での不安、障害は何か

・再雇用後の給与や考課の決まり方について、どちらの考えに近いか
Ａ：担当する仕事の役割や責任の重さで年収に差があり、人事考課もある程度行って、そこから更にアップ
ダウンをさせる
Ｂ：再雇用時に一律ダウンするが、その後は退職まで年収ベースにはそれほど差はつけず、人事考課によ
るアップダウンもほとんどない

・自社の定年年齢を知っているか
・自社の再雇用の仕組みについて理解しているか（１年ごとの契約更新制、希望があれば６５歳まで継続雇
用、一定年齢までは健康状態、考課結果による再雇用基準の判定を受ける）
・再雇用後の賃金水準について理解しているか
・６０歳から支給される老齢厚生年金の支給が段階的に引き上がることになったことを理解しているか

＜セクション２＞
６５歳までの
キャリア意識

・何歳まで働きたいか
・６０歳を超えて働きたいと思う理由は何か

・将来どこで働きたいか
・将来どういう職種で働きたいか
・キャリアチェンジ・キャリアアップ（スキルや経験を活かして、働く業種や職種を大きく変更したり、起業する
など、別の分野の職場で活躍すること）に対する意識はどうか
・キャリアチェンジ・キャリアアップをいつから実行しているか、あるいはいつから実行したいか

・管理職へのステップアップに対する意欲はどうか
・管理職定年制の実施は必要と感じるか。どの役職で、何歳くらいが妥当か

＜セクション３＞
６０～６５歳までの

生活

・これまでに「６０歳以降の仕事や暮らし」について考えたか
・自身のスキルや今後のステップアップに対して、不安を感じるか
・老齢厚生年金の支給開始年齢が段階的に引き上げられていくことについて、６０歳以降の働き方の選択に
対する自身の考えにどの程度影響を及ぼしているか
・６０歳以後の年収減を想定しながら貯蓄するなど、ライフプランを立てて生活ができているか

・再雇用後で年金受給開始後は、どのような労働条件（日数、時間）で働きたいか

◆職場環境分析の例（匿名アンケート）

© 2025 Shinkeiei Service Co.,Ltd, All Rights Reserved.



（１）雇用延長＝「定年再雇用（継続雇用）」or「定年延長」？
自信をもって決めきるには詳細な現状分析が不可欠

25

観点 アンケートA：40～49歳 アンケートB：50～60歳（継続雇用前） アンケートC：60歳（継続雇用後）

・再雇用者としての自身の役割に対する意識
会社・上司は、再雇用者に対して「仕事で期待する役
割」をこれまで以上に明確に示し、また仕事の中で面
談の回数を増やすなど、積極的に指導にあたるべき
であると思うか

・元上司であるシニアを部下とすることに抵抗はある
か
・年上であるシニアを部下とすることに抵抗はあるか
・シニアの同僚として（上司、部下という関係ではな
く）働くことに抵抗はあるか

・元上司であるシニアを部下とすることに抵抗はある
か
・若手・中堅の同僚として（上司、部下という関係では
なく）働くことに抵抗はあるか
・（課長以上のみ）再雇用後、マネージャーの仕事を
降りて現業の仕事を担当することになった場合、不安
があるか

その他

再雇用者を含む今のシニアについて感じていること、
改善してほしいこと、自らどんなシニアになりたいか、
シニアの会社や社会とのかかわり方はどうあるべき
か

今後も働き続けていくうえでの障害や課題、会社への要望、若手・中堅に対する意見など

＜セクション４＞
シニアを取り巻く
職場環境整備

・一般論として、再雇用者が会社に対して果たすべき役割についてどう感じるか

・再雇用者に対する職場環境（仕事環境の改善、柔軟な勤務形態の採用、業務負荷の軽減など健康面への
配慮）の整備は十分と感じるか

・これまでに社内外で「６０歳以降の仕事や生活の相談やアドバイス」を受けたことがあるか
・雇用後の職場配置や労働条件に関すること、ステップアップ、ライフプランニングに関する情報提供、研修実施等、人事担当部署が「６０歳以降の働き方を支援す
る仕組み」の必要性
・会社が「６０歳以降の仕事や生活の相談やアドバイス」機能を強化するためには、どんな対応が必要か。

・シニア（５０歳以上）と若手・中堅の間のコミュニケーションや協力関係はうまくいっていると思うか
・シニア（５０歳以上）と管理者の間のコミュニケーションや協力関係はうまくいっていると思うか

今後再雇用者を対象とした職務・職域としてふさわしい内容、またそうした仕事を創出していくことに対してどんな方法が有効だと考えられるか
（・外注業務の社内での内製化、教育・研修専任ポスト、ワークシェアリング等）

◆職場環境分析の例（匿名アンケート）
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◆職場環境分析の例（管理職インタビュー用紙）
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部署：

A ←選択してください

A

←選択してください

A

B

C

どのような業務（仕事）が考えられるか？

現状のままで全く問題ない。
そのまま続けてもらいたい。

記載不要

１－２ （対象が再雇用予定者の場合）
　定年前の業務を継続してもらうことについて支障はないか？　いずれかを選び右へ進んで下さい。

どのような業務（仕事）が考えられるか？

回答者氏名：

現再雇用者、または
再雇用予定者の氏名：

アンケート１．（主要職務について）

まったく支障ないと思う。
そのまま続けてもらいたい。

支障が出てくると思う。
出来ればリセットして、別の取り組みをお願いしたい。

支障の有無は分からないが、
定年前の業務と別のものとを
程よく組み合わせてお願いしたい。

１－１ （対象が現再雇用者の場合）
　現在の業務を継続してもらうことについてどう思っているか？　いずれかを選び右へ進んで下さい。

記載不要

現再雇用者又は再雇用予定社員の主要な職務内容について、以下の前提条件①②を踏まえ

て下欄にご回答ください。

前提 ①再雇用者は現役時代同様、フルタイム勤務とする。

②再雇用者は原則として定年前の業務を継続する（但し役職者は役職を外れる）。

補足 上記前提であれば、自チームの再雇用者又は再雇用予定者に仕事が提供できない、

又は今後提供できなくなる可能性があると思われる場合は、その旨も併せてご記入くださ
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人員構成の変化から、
今後の組織運営課題

がイメージできる

シニア活用の必要性の度合い（緊急度・優先度）が明確になる

シニアを取り巻く
賃金面の課題が分かる

（社内での公平性、
社外での競争力）

現場の感覚
（シニア及び管理職の
意識・意欲）が分かる

シニア活用における自社の取組みスタンスが明確になる（短期、中長期）

打ち手（定年延長or再雇用）に対する自信、納得感が出る

結果的に定年延長を選ばなかったとしても、検討プロセスに大きな価値がある
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Step①
内外環境の分析

Step②
ビジョンの構築

Step③
骨太の組織開発計画

Step④
各種施策の実施

（内部環境）
組織・人員構成の変化

職務/役割の変化
働き方の多様化

（外部環境）
少子高齢化の進展
市場環境の変化

各種法改正

高齢化する日本
高齢化する我が社

その中であるべき組織
シニアがイキイキ
働けている状態

ビジョン実現に向けた
骨太の組織開発計画

シニア活躍に
不可欠なインフラ整備

5～10ヵ年構想

シニア活躍に経営資源を投
下する覚悟

雇用延長
（定年延長又は

再雇用）の具体化

各種人事制度改定
組織開発の取り組み

◆シニア活躍を推進するための、あるべき企業アプローチ
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大多数の企業で①～③のステップは置き去りにされてきた

・65歳までの雇用は一般化したが、シニア層の意欲は十分に引きあがらなかった
・企業側はベテラン社員を減給して雇い続けることができたが、その間本質的なシニア活躍施策は
  ごく一部を除いて行われず、先送りされ、長期停滞した（高年法成立が2004年、それから20年）

その結果、何が起こったか？

Step①
内外環境の分析

Step②
ビジョンの構築

Step③
骨太の組織開発計画

Step④
各種施策の実施

（内部環境）
組織・人員構成の変化

職務/役割の変化
働き方の多様化

（外部環境）
少子高齢化の進展
市場環境の変化

各種法改正

高齢化する日本
高齢化する我が社

その中であるべき組織
シニアがイキイキ
働けている状態

ビジョン実現に向けた
骨太の組織開発計画

シニア活躍に
不可欠なインフラ整備

5～10ヵ年構想

シニア活躍に経営資源を投
下する覚悟

雇用延長
（定年延長又は

再雇用）の具体化

各種人事制度改定
組織開発の取り組み
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特にステップ②③が弱いと、どういうことが起こるか？

・各種施策が短期的あるいは断片的になりやすく、長続きしない（目指すゴールが無い状態）
・目の前の課題解決にはなっている気になるが、着実に②に向かっているようには感じられない
・②③を重視する経営層と、④の運用を重視する実務者層との間で、方針の相違が生じてくる
・結果的に、シニア活躍というテーマ自体が組織内で重くなり、必要性を感じつつ優先度が下がる

Step①
内外環境の分析

Step②
ビジョンの構築

Step③
骨太の組織開発計画

Step④
各種施策の実施

（内部環境）
組織・人員構成の変化

職務/役割の変化
働き方の多様化

（外部環境）
少子高齢化の進展
市場環境の変化

各種法改正

高齢化する日本
高齢化する我が社

その中であるべき組織
シニアがイキイキ
働けている状態

ビジョン実現に向けた
骨太の組織開発計画

シニア活躍に
不可欠なインフラ整備

5～10ヵ年構想

シニア活躍に経営資源を投
下する覚悟

雇用延長
（定年延長又は

再雇用）の具体化

各種人事制度改定
組織開発の取り組み
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区分 「シニア活躍」先進企業と一般的な企業との違い

先進企業

◼シニア社員が活躍している理想的な状態（ビジョン）が具体的に描けている
◼シニア社員の働き方/処遇に関する具体的な方針が明確である
◼シニア社員が活躍できる幅広いフィールドが構築できている

⇒本業での現役続行はもとより、本業外（社外）での活躍領域も豊富
⇒長い時間をかけて、骨太の環境整備を計画的に進めてきている
◼シニア社員がイキイキと、働きがいをもてる制度的な枠組みを設けている

⇒教育・人事制度面が充実しており、仕事へのやる気が高く、生産性も高い

シニアの働きがい/会社貢献/処遇がマッチ（最適化）している/その方向に向かいやすい

一般的な企業

◼シニア社員が活躍している理想的な状態（ビジョン）が具体的に描けていない
◼シニア社員の働き方/処遇に関する具体的な方針が不明確
◼シニア社員が活躍できるフィールドが狭い

⇒本業での現役続行すらおぼつかない状態の企業もある
⇒シニア活躍に繋がる計画的な環境整備をほぼ実施してきていない
◼シニア社員の意欲に繋がる制度的な枠組みが設けられていない

⇒教育・人事制度面での下支えなし、仕事のやる気、生産性ともに低調

シニアの働きがい/会社貢献/処遇がアンマッチ/その方向に陥りがち
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シニア期の
活躍領域（の拡大）

シニア期の
働き方と処遇（の充実）

生
涯
現
役

新
領
域
開
拓

副
業
・兼
業

キ
ャ
リ
ア
開
発

人
事
制
度

社内・本業での活躍
社内外含み、本業に
関連した、あるいは
本業外での活躍

社内活躍＋
社外活躍の中間

キャリア自律
の推進

働きがい/会社
貢献/処遇
のマッチ

上記５つの柱を社内横断的に、かつ総合的に検討・調整していく
新設部署「シニア活躍推進室」の立ち上げ

シニア活躍のビジョン

▽会社視点
一人ひとりが企業価値向上にとって重要な役割を担い、多様な領域で活躍し続ける環境整備ができている

▽シニア当事者視点
〇〇（A社社名）人として、自らの培ってきたものを活かしながら 仕事において常にやりがいと目標をもって
イキイキと働き、自身のライフプランをデザインできている

A社事例（中小製造業）
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テーマ A社としての考え方 現状と今後の取り組み方針

生涯現役
・A社の本業の中で、70歳まで、

あるいはそれ以後もプレイヤーとして
イキイキと働ける状態を実現する

・シニアの身体面に配慮した職場環境整備として、
工場ラインや配置の見直し等は進んでいる

・今後は技能伝承の仕組み化が課題

新領域開拓

・シニア活躍の可能性を広げる新しい
 業務領域を開拓していく
・本業に直結あるいは関連していること、
 地域創生に繋がること等が望ましい

・以下の取り組みは3ヵ年中期経営計画の中で実施
①同業種における地方零細企業の立て直し支援
②地域社会との連携活動（社団設立等）

副業、兼業
・本業に直結あるいは関連していること
 が望ましいが、それだけに限らない
・適切なワークシェアの実現に繋げる

・副業、兼業を行う際の雇用条件や労働環境等の
整備が課題

キャリア開発
・シニア期だけの問題ではなく、
時代に即した形でA社としての新しい
キャリア観を構築・浸透させていく

・50歳代半ばでのキャリア研修を実施している
・今後、年代層ごとに更に充実させていくことが課題

人事制度

・シニアの働きがい/会社貢献/処遇を
マッチさせる処遇の仕組みを構築する
・65歳までの定年延長を早期に実現
 させるとともに、70歳までの継続雇用を
制度化する

・役割に応じた多様な処遇形態を実現しつつ、
柔軟に運用していく組織体制の構築が課題

A社事例（中小製造業）



３．雇用延長に伴う人事制度改革の基本



（１）「人事制度接続型」と「人事制度非接続型」
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区分 概要

人事制度

接続型

◼基本的な考え方として、シニア層に対して定年前と同等の
 貢献・働き方を求める場合が多い
◼原則として定年前と役割/職務や賃金等の労働条件を変更しない
◼人事制度を改定する際、全社的に制度を見直す場合もある

人事制度

非接続型

◼基本的な考え方として、シニア層に対して定年前と異なる
 貢献（例えば 技能伝承）・働き方を求める場合が多い
◼原則として定年前と役割/職務や賃金等の労働条件を変更する
◼人事制度を改定する際、定年後の人事制度部分だけを見直し、

 基幹人事制度は現状維持とする場合が多い



（２）定年再雇用×人事制度非接続型
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◆改めて、「定年再雇用（継続雇用）」か「定年延長」か、メリ・デメ視点から考える

メリット デメリット

会社
視点

・総額人件費全体の調整弁にしやすい
（処遇減額で）

・再雇用時、「貢献＜処遇」であるシニアの
賃金調整可

・組織の新陳代謝（若返り）にマイナスに
ならない

・人事管理が煩雑（多様な雇用類型を設け
る場合は特に）

・シニアのモチベーション管理が行いにくい

社員
視点

・職務/役割負担の縮小により心身の負担
が軽減

・柔軟な働き方の選択ができる場合がある

・１年更新の雇用契約が継続されることによる
雇用不安

・処遇減額による生活不安
・職務/役割の変更により能力発揮がしにくく、

モチベーションも維持しにくい
（定年前と同一労働の場合は除く）

■定年再雇用（継続雇用）の場合（人事制度非接続型を前提として）

※あくまで典型的な違いとして対比・整理したものであり、企業の実情によって重視する点は異なります。



（３）定年延長×人事制度接続型
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メリット デメリット

会社
視点

・人事管理が行いやすい
・シニアのモチベーション管理が行いやすい
・（定年延長先進企業として）企業ブランドが

向上

・総額人件費全体が上昇傾向
（処遇減額しないため）
・貢献＜処遇であるシニアの賃金調整が困難
・組織の新陳代謝（若返り）にマイナスに

なりやすい

社員
視点

・雇用と処遇の安定による安心
・職務/役割の継続により、能力発揮がしや

すく、モチベーションも維持しやすい

・現役続行（職務/役割継続）による心身の
不安

・基本的に柔軟な働き方の選択が難しい

■定年延長の場合（人事制度接続型を前提として）

※あくまで典型的な違いとして対比・整理したものであり、企業の実情によって重視する点は異なります。

◆改めて、「定年再雇用（継続雇用）」か「定年延長」か、メリ・デメ視点から考える



（４）典型的な失敗例のイメージ

© 2025 Shinkeiei Service Co.,Ltd, All Rights Reserved.38

◆メリ・デメが嚙み合わず、逆に問題を増やす結果になっている企業もある

パターン 取り組み概要 実態 今後取り組むべきこと

A
会社〇
社員×

60歳定年
65歳再雇用

⇒65歳定年延長

・定年延長で職務/役割を現役継続に変更し、
シニア社員の業務負荷は増えたものの、
賃金は60歳以後大幅に下がったままの
状態で、シニア社員から不満が出ている

・貢献に見合った処遇の改定

B
会社×
社員〇

60歳定年
65歳再雇用

⇒65歳定年延長

・定年延長で職務/役割を現役継続に変更し、
賃金も現役時に戻したが、シニア社員に
現役時同等に与える職務がなく、また能力
面の衰えもあり、生産性が上がっていない

・シニア活躍施策の推進
①職場環境改善
②シニアが活躍できる

 職務領域の開拓
③シニアのリスキリング、

 意識改革 他

C
会社×
社員×

60歳定年
65歳再雇用

⇒60歳定年、
70歳再雇用

・継続雇用制度のまま、再雇用期間を65歳
から70歳まで延長したが、賃金面は60歳
定年再雇用時に下がった状態のままであり、
シニア社員の不満は引き続きあり、また能力
面の衰えもあり、生産性が上がっていない
⇒再雇用期間が伸びたことが意欲に

 繋がっていない

・貢献に見合った処遇の改定
・シニア活躍施策の推進

①職場環境改善
②柔軟な働き方の推進 他



（５）まとめ～自社の特性に合った人事制度を選択できるか
どうかがシニア社員戦力化のカギ～
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Step①
内外環境の分析

Step②
ビジョンの構築

Step③
骨太の組織開発計画

Step④
各種施策の実施

（内部環境）
組織・人員構成の変化

職務/役割の変化
働き方の多様化

（外部環境）
少子高齢化の進展
市場環境の変化

各種法改正

高齢化する日本
高齢化する我が社

その中であるべき組織
シニアがイキイキ
働けている状態

ビジョン実現に向けた
骨太の組織開発計画

シニア活躍に
不可欠なインフラ整備

5～10ヵ年構想

シニア活躍に経営資源を投
下する覚悟

雇用延長
（定年延長又は

再雇用）の具体化

各種人事制度改定
組織開発の取り組み

改めて、Step①～④を経ることで、
自社の特性に合った人事制度の具体的かつ有益な議論が可能になる

「人事制度接続型／非接続型」の議論は基本だが、こだわる必要もない
ミックスする方法もあるし、時間経過によって変えていく方法もありうる
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